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図―１　最近10カ年の被害報告経緯�
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１． はじめに

平成１１年は，広島県を中心に被害をもたらした

６月末梅雨前線豪雨，７月１０日からの梅雨前線豪

雨，７月末から８月初めにかけての台風５・７

号，８月１０日からの弱い熱帯低気圧による大雨，

９月１４日に宮崎県に上陸した台風１６号，９月２４日

に熊本県に上陸した台風１８号，青森県や岩手県を

中心に被害をもたらした１０月２７日からの大雨な

ど，全国各地で風水害が発生した。

この平成１１年災害に係わる建設省所管公共土木

施設の被害は，４０，７１９カ所，約６，１０８億円と報告

されており，過去１０カ年平均と比較すると発生箇

所数で約８割，被害金額はほぼ同等となっている

（図―１）。また被害発生月で見ると６月から９月

の４カ月で約８５％の被害額が報告されている（図

―２）。
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　（注）　H11は平成12年１月14日現在。平均はH元～H10の平均値。�

図―２　月別被害報告額の比較�
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２． 平成１１年災害の概要

� ６月末梅雨前線豪雨

６月２３日から７月３日にかけて梅雨前線の活動

が活発となり，各地で大雨となった。特に２７日か

ら３０日にかけて，時間１００mm前後の大雨が九州，

中国，近畿地方を襲った。この大雨の影響により

２９府県で死者や家屋損壊等の一般被害が発生し，

なかでも広島県内で３２５件の土砂災害により２４名

の死者が出たほか，福岡市では河川の溢水等によ

り市内中心部の地下街が浸水して１名の死者が出

た。建設省の主な対応としては，６月２９日に担当

官を広島市安佐北区等の災害現地へ派遣，３０日に

「６月末梅雨前線豪雨災害対策本部」を設置し，

３０日に建設大臣が広島県を，政務次官が福岡市を

視察して現地状況の把握に努めた。７月７日には

福岡市の地下鉄，地下街等の浸水状況について，

４省庁（国土，運輸，建設，消防）合同調査が実

施され，８日には，建設省防災国土管理推進本部

が「総合的な土砂災害対策に関するプロジェクト

チーム」の設置を決定した。

� ７月１０日からの梅雨前線豪雨

７月１０日頃から東日本や北日本では，南から暖

かく湿った空気が流れ込み，大気の状態が不安定

となったため雨が続いた。特に１２日から１４日にか

けては，弱い熱帯低気圧が日本の南海上を北東へ

進んだことから，山沿いの地方や太平洋側の地方

で大雨となった。この大雨の影響により９都道県

で死者や家屋損壊等の一般被害が発生し，なかで

も宮城県松島町で鶴田川が破堤したほか，福島

県，栃木県，茨城県では平成１０年８月末豪雨に続

いて浸水被害が発生した。

� 台風５・７号

７月２５日から２９日にかけて，台風５号が沖縄の

南海上から九州の西海上を北上したことに伴い，

太平洋高気圧の周辺に沿って南海上から暖かく湿

った空気が流入し，活発な雨雲帯が西日本付近に

停滞した。このため，九州や四国地方の山沿いや

太平洋側の地方を中心に大雨が続き，多い所では

１，０００mmを超える記録的な雨量となった。また

北海道地方では，２８日頃から付近に停滞していた

前線の活動が活発化し，多い所で２４時間雨量が１００

mmを超える大雨となった。さらに８月１日には

台風７号が沖縄本島に上陸し，九州の西海上を北

上したことに伴い，九州地方は各地で大雨となっ

た。この大雨の影響により９道県で家屋損壊等の

一般被害が発生し，なかでも高知市では国分川が

越水し，平成１０年９月末豪雨に続いて浸水被害が

発生した。

� ８月１０日からの弱い熱帯低気圧による大雨

弱い熱帯低気圧の影響で大気の状態が不安定と

なり，８月１３日から１５日を中心に東日本，北日本

の広い範囲で大雨となって，特に関東北西部の山
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沿いでは４００mmを超える雨量を記録した。この

大雨の影響により１１都県で死者や家屋損壊等の一

般被害が発生し，なかでも群馬県で多くの土砂災

害が発生したほか，神奈川県ではキャンプ中の増

水事故により１４名の死者が出るなどの惨事となっ

た。

� 台風１６号による大雨

９月１４日宮崎県に上陸した台風１６号は，九州東

部を抜け，１５日愛媛県に再上陸した後に長野県で

弱い熱帯低気圧に変わった。この台風に加え，日

本海にあった前線が南下して活動が活発化したた

め，九州から東北南部の広い範囲で大雨となり，

岐阜県では５００mmを超える雨量を記録した。こ

の大雨の影響により２０府県で死者や家屋損壊等の

一般被害が発生し，なかでも岐阜県北部や愛媛県

で多くの土砂災害や浸水被害が発生したほか，長

野県安曇村では県道が寸断されて観光客ら約

１，３００人が孤立する事態となった。

� 台風１８号と前線に伴う大雨

９月２４日熊本県に上陸した台風１８号は，九州北

部から中国地方を通って日本海に抜け，２５日北海

道に再上陸した後にオホーツク海に抜けた。この

台風と前線の影響のため各地で暴風，大雨，高潮

等が発生し，３０道府県で死者や家屋損壊等の一般

被害が発生した。特に台風が直撃した熊本県，山

口県を中心に九州，中国地方では高潮による大き

な被害が発生し，なかでも熊本県不知火町では，

２４日早朝に高潮が堤防を超えて集落を襲い１２名の

死者が出た。建設省の主な対応としては，１０月２４

日に「台風１８号災害対策本部」を設置し，熊本県

不知火町の高潮災害現地へ担当官を派遣，翌２５日

には建設大臣が視察し，状況把握に努めた（写真

―１）。

� １０月２７日からの大雨

１０月２６日東シナ海で発生した低気圧は，２７日急

速に発達しながら四国沖から東海沖を通り，台風

並みに発達して関東から２８日三陸沖へ進んだた

め，関東地方や東北地方の太平洋側を中心に大雨

となった。この大雨の影響により，９都県で死者

や家屋損壊等の一般被害が発生し，なかでも青森

県では八戸市を中心に，また岩手県では軽米町を

中心に家屋浸水等の被害が発生した（写真―

２）。

３． 公共土木施設の被害概要

建設省所管公共土木施設の被害は，工種別被害

額に分類すると，河川が約６６％と大部分を占め，

続いて道路約２５％，砂防約３％，海岸約２％の順

となっている（表―１，図―３）。また異常気象

別被害額に分類すると，梅雨前線豪雨と台風がそ

れぞれ約３３％，豪雨が約３１％で，これら風水害に

よる被害が全体の約９７％を占めることとなってい

る（表―２，図―４）。さらに直轄災害を除く被

害額で見れば，表―３に示す道県で多く発生して

おり，全国的に分散していることがうかがえる。

写真―１ 熊本県 氷川（台風１８号による破堤状況）

写真―２ 岩手県 雪谷川（１０月２７日からの大雨に
よる被災状況）

２６ 建設マネジメント技術 2000年 3月号



図―３　工種別被害報告額の割合�
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図―４　異常気象別被害報告額の割合�
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４． おわりに

これらの災害による被災箇所については，社会

生活や経済活動に及ぼす影響を最小限に留めるた

めに必要箇所の応急復旧を実施するとともに，災

害査定を平成１２年１月２１日に完了し，早期復旧に

向けて鋭意事業の推進を図っているところであ

る。

また災害復旧の集中的・機動的な実施が図られ

るように，制度の改善・構築に取り組んでいる次

第である。

最後に海外に目を向ければ，平成１１年はベネズ

エラの大洪水や，トルコや台湾の大地震など大規

模な自然災害が発生しており，（財）海外建設防災

協会が報道資料等を取りまとめたものによれば，

自然災害による世界の死亡者総数は約６６，０００人に

なり，その約５０％が洪水に起因するもので，水害

が大きなウエートを占めている。

表―１ 平成１１年災害建設省所管公共土木施設の工種別被害報告

工 種
直 轄 補 助 計

箇所数 金 額 箇所数 金 額 箇所数 金 額

河 川 ６３８ １，３２５２０，８１３ ２，７０６２１，４５１ ４，０３１
ダ ム １１ １６ １１ １６
海 岸 ８ １９ １１０ １３３ １１８ １５２
砂 防 １７ ２４ １，３６９ １７９ １，３８６ ２０３
地 す べ り ９ ５ ９ ５
急 傾 斜 地 ２１ ６ ２１ ６
道 路 ３９ ４２１７，２３５ １，４９７１７，２７４ １，５３９
橋 梁 ２６５ ６６ ２６５ ６６
下 水 道 ３０ ４８ ３０ ４８
公 園 １５４ ４２．７ １５４ ４３

計 ７１３ １，４２６４０，００６ ４，６８２４０，７１９ ６，１０８

（注） 金額単位：億円。平成１２年１月１４日現在。

表―２ 平成１１年災害建設省所管公共土木施設の異常気象別被害報告

異常気象
直 轄 補 助 計

主な被災地
箇所数 金 額 箇所数 金 額 箇所数 金 額

冬 期 風 浪
および風浪

３ ８ ２７ ６３ ３０ ７１岩手県・新潟県

豪 雨 １９７ ４７３ ９，３２４ １，４１９ ９，５２１ １，８９２
北海道・青森県
・岩手県・群馬
県・長野県

地 す べ り ０ ０ ２９ ５９ ２９ ５９岩手県・新潟県

融 雪 １ ５ ２７１ ２７ ２７２ ３２北海道・秋田県

地 震 １ １ ０ ０ １ １山形県

梅 雨 前 線
豪 雨

２７６ ４３１１８，４９９ １，６１１１８，７７５ ２，０４２
岩手県・栃木県
・長野県・広島
県・山口県

台 風 ２３４ ５０８１１，８５２ １，５０１１２，０８６ ２，００９
岐阜県・愛媛県
・高知県・熊本
県・宮崎県

そ の 他 １ １ ４ ０．３ ５ ２新潟県

計 ７１３ １，４２６４０，００６ ４，６８２４０，７１９ ６，１０８

（注） 金額単位：億円。平成１２年１月１４日現在。

表―３ 平成１１年都道府県別被害報告
都道府県名 箇所数 金 額

１ 岩手県 ２，１１７ ４７，８６２
２ 岐阜県 ２，３６８ ４５，７８５
３ 長野県 ２，２３３ ３９，１８６
４ 広島県 ３，８０７ ３１，６６７
５ 山口県 ２，０６１ ２０，５５１
６ 熊本県 ２，０６１ １９，２４０
７ 青森県 １，１５４ １８，７４５
８ 高知県 ２，１３８ １８，５４１
９ 北海道 ９２９ １７，３９２
１０ 宮崎県 １，４４７ １６，３７７

（注） 金額単位：百万円。平成１２年１月１４
日現在。直轄災害は含まない。
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